
 

 

 

平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金 

成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

（健やか次世代育成総合研究事業） 
 

 

 

 

妊娠初期の感染性疾患スクリーニングが 

母子の長期健康保持増進に及ぼす影響に関する研究 

 

平成 30(2018)年度 総括・分担研究報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究代表者 宮城 悦子 

（横浜市立大学 大学院医学研究科 生殖生育病態医学（産婦人科学）教授） 

 

平成３１（２０１９）年３月 

  



 

  



目 次 

１ ．研究体制 ................................................................................. 1 

２ ．研究の概要と研究 1 年目の進捗状況 ...................................... 6 

横浜市立大学 大学院医学研究科 生殖生育病態医学 

宮城悦子 

３ ．研究対象とする各疾患の妊娠中および出産後の問題点 ........ 15 

横浜市立大学 大学院医学研究科 生殖生育病態医学 

宮城悦子 

４ ．第１回研究班会議 基調講演の概要 ..................................... 26 

４－１ 基調講演 1 日本の母子保健データ活用の課題 ....................................... 26 

大阪大学 大学院医学系研究科 産科学婦人科学教室  

（元）厚生労働省 子ども家庭局母子保健課  

中川 慧  

４－２ 基調講演 2 日本の妊産婦健康診査に関する研究について～お母さんと子

どもの健康について考える～ ................................................................... 54 

獨協医科大学 医学部公衆衛生学講座 

小橋 元 

５ ．第１回研究班会議 横浜市立大学附属 2 病院の妊婦アンケート調査 

中間解析結果 ........................................................................ 69 

 

５－１ 課題１ 妊婦健康診査のデータベース化に関する妊娠初期の感染性疾患検

査結果に対する妊婦自身の認識はどの程度正しいか～妊娠初期の感染性疾

患スクリーニングが母子に及ぼす影響に関する前向き観察研究より～ .. 69 

横浜市立大学附属市民総合医療センター 母子医療センター 

小田上 瑞穂 

５－２ 課題 2 妊娠に影響する感染性疾患の知識と予防行動における初産婦と経

産婦の比較～妊娠初期の感染性疾患スクリーニングが母子に及ぼす影響に

関する前向き観察研究より～ ................................................................... 75 

横浜市立大学附属病院 産婦人科  

岩田 亜貴子 

 



 



1 

 

 

１. 研究体制 

１－１ 研究代表者 

所属機関・部局 氏名 

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 宮城 悦子 

 

１－２ 研究分担者 

所属機関・部局 氏名 

横浜市立大学・大学院医学研究科・臨床統計学 山中 竹春 

横浜市立大学・医学群・健康社会医学ユニット 稲森 正彦 

横浜市立大学・大学院医学研究科・微生物学 梁 明秀 

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 倉澤 健太郎 

横浜市立大学・附属市民総合医療センター・ 

総合周産期母子医療センター 
青木 茂 

新潟大学・医歯学系・(産科婦人科学） 榎本 隆之 

大阪母子医療センター 光田 信明 

三重大学・大学院医学系研究科生命医科学専攻・ 

病態解明医学講座・生殖病態生理学分野 
池田 智明 

東京女子医科大学・産婦人科（元 三重大学・大学院医学系研究科・

生命医科学専攻・病態解明医学講座・生殖病態生理学分野） 
田畑 務 

札幌医科大学・産科周産期科 石岡 伸一 

大阪大学・大学院医学系研究科・産科学婦人科学 上田 豊 

 

  



2 

 

１－３ 研究協力者 

所属機関・部局 氏名 

手稲渓仁会病院・産婦人科 藤野 敬史 

手稲渓仁会病院・産婦人科 太田 創 

手稲渓仁会病院・産婦人科  今井 一章 

北海道大学病院・産科婦人科 渡利 英道 

北海道大学病院・産科  馬詰 武 

砂川市立病院・産婦人科  齊藤 良玄 

札幌医科大学・産婦人科学講座  齋藤 豪 

獨協医科大学・医学部公衆衛生学講座  小橋 元 

獨協医科大学・教育支援センター・医事法制研究室  上杉 奈々 

横浜市立大学附属病院・産婦人科  岩田 亜貴子 

横浜市立大学大学院医学研究科・生殖生育病態医学 助川 明子 

横浜市立大学大学院医学研究科・生殖生育病態医学 鈴木 幸雄 

横浜市立大学・大学院医学研究科・臨床統計学  窪田 和巳 

横浜市立大学附属市民総合医療センター・ 

総合周産期母子医療センター  
小田上 瑞葉 

横浜市立市民病院・産婦人科  茂田 博行 

横浜市立市民病院・産婦人科  石川 玲奈 



3 

 

所属機関・部局 氏名 

神奈川県立こども医療センター・産婦人科  石川 浩史 

神奈川県立こども医療センター・産婦人科  赤松 千加 

藤沢市民病院・産婦人科  佐治 晴哉 

藤沢市民病院・産婦人科 志村 茉衣 

小田原市立病院・産婦人科  平吹 知雄 

小田原市立病院・産婦人科  丸山 康世 

横浜労災病院・周産期センター  中山 昌樹 

横浜労災病院・周産期センター  小林 奈津子 

済生会南部病院・産婦人科  遠藤 方哉 

済生会南部病院・産婦人科 長谷川 良実 

済生会南部病院・産婦人科 山口 瑞穂 

済生会南部病院・産婦人科 川野 藍子 

横浜南共済病院・産婦人科  沼崎 令子 

横浜南共済病院・産婦人科 小嶋 朋之 

大和市立病院・産婦人科  石川 雅彦 

大和市立病院・産婦人科  長谷川 哲哉 

横須賀共済病院・産婦人科  杉浦 賢 



4 

 

所属機関・部局 氏名 

横須賀共済病院・産婦人科 三原 卓志 

横須賀共済病院・産婦人科 近藤 真哉 

横浜医療センター・産婦人科  奥田 美加 

横浜医療センター・産婦人科 楚南 侑子 

横浜医療センター・産婦人科 鈴木 琴音 

新潟大学医歯学総合病院・産科婦人科  関根 正幸 

新潟大学医歯学総合病院・産科婦人科 山口 真奈子 

長岡中央綜合病院・産婦人科  加勢 宏明 

長岡中央綜合病院・産婦人科 戸田 紀夫 

佐渡総合病院・産婦人科  石田 道雄 

佐渡総合病院・産婦人科 齋藤 強太 

佐渡総合病院・産婦人科 小池 公美 

三重大学医学部附属病院・産科婦人科  田中 博明 

三重大学医学部附属病院・産科婦人科 田中 佳世 

済生会松阪総合病院・産婦人科  高倉 哲司 

済生会松阪総合病院・産婦人科  高倉 翔 

伊勢赤十字病院・産婦人科  山脇 孝晴 



5 

 

所属機関・部局 氏名 

伊勢赤十字病院・産婦人科 日下 秀人 

滋賀医科大学医学部附属病院・母子診療科 女性診療科 高橋 健太郎 

滋賀医科大学医学部附属病院・母子診療科  小野 哲男 

大阪大学医学部附属病院・産科婦人科  谷口 茉利子 

大阪大学医学部附属病院・産科婦人科  八木 麻未 

大阪大学医学部附属病院・産科婦人科 中川 慧 

りんくう総合医療センター・産婦人科  荻田 和秀 

市立豊中病院・産婦人科  脇本 昭憲 

市立豊中病院・産婦人科  辻江 智子 

株式会社 キャンサースキャン 遠峰 良美 

株式会社 CRANE 大原 康子 

株式会社 CRANE 安司 寛太 

 

１－４ 研究事務局 

所属機関・部局 氏名 

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 
倉澤 健太郎 

(事務局長) 

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 福元 希弥子 

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 黒田 栄梨奈 



6 

 

２．研究の概要と研究 1 年目の進捗状況  

横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 

宮城 悦子(研究代表者) 

２－１ 研究の背景 

少子化と妊婦の高齢化が進む中、妊婦健康診査(以下妊婦健診)に係る公費負担につい

ては、2013 年度より、安心・安全な出産のために必要とされる受診回数（14 回程度）

に係る検査費用について、地方財政措置が講じられている。また、2015 年 4 月より、妊

婦健診を子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業に位置付け、「妊

婦に対する健康診査についての望ましい基準」において、その実施時期、回数及び内容

等が定められている 1）。そのような状況の中で、母子の健康保持・増進を目的とした妊

婦健康診査の公的支援項目は増えているものの、その効果の集約的な検証は行われてい

ない現状がある。また、妊婦健診の実施主体である自治体（市区町村単位）によっては、

妊婦健診は行政サービスの一環として費用の補助券を配布し、検査項目や結果の記入欄

がある受診券方式を取っていない自治体も多々ある。一方で、受診券方式をとっている

一部の自治体では、妊婦健診結果のデータベース化による把握を試みているが、その結

果把握やそれに基づいた介入の必要性や、その効果の有無も不明である。 

また、厚生労働省から 2017 年 9 月に公開された「妊婦健康診査の公費負担の状況に

係る調査結果について」2）の概要において、妊婦健診の公費負担に関して、以下のよう

な報告がなされ、自治体ごとのばらつきが大きいことも明らかになっている。 

 

 公費負担額は調査対象の全国平均で、102,097 円（2015 年 4 月は、99,927 円） 

 妊婦に対する受診券の交付方法は、検査項目が示された受診券が交付される受診

券方式の市区町村が、1,741 市区町村のうち、1,449 市区町村（83.2％） 

 補助額のみ記載の補助券方式が、1,741 市区町村のうち、292 市区町村（16.8％） 

 受診券方式の 1,449 市区町村のうち、国が定める検査項目を全て実施する市区町

村は、1,088 市区町村（75.1％）（2015 年 4 月は、受診券方式の 1,472 市区町村

のうち、国が定める検査項目を全て実施する市区町村は、954 市区町村（64.8%）） 

 受診券方式の 1,449 市区町村のうち、国が定める検査項目の中で、産婦人科診療

ガイドライン 3）において推奨レベルＡとされる検査項目を全て実施する市区町村

は、1,449 市区町村（100.0％）（参考：2015 年 4 月は、受診券方式の 1,472 市区

町村のうち、国が定める検査項目の中で、産婦人科診療ガイドラインにおいて推

奨レベルＡとされる検査項目を全て実施する市区町村は、1,411 市区町村（95.9%）） 
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 妊婦に対する健康診査についての望ましい基準に示されている項目別、ガイドライン

の推奨 3）別の実施状況については、表１のように報告されている 2）。 

表１．検査項目別の市町村における公費負担の実施状況（参考文献 2より引用） 

 
（注 1）「記載なし」とは、推奨されているが検査内容や回数が複数にわたるため、当該検査項目全体の推

奨レベルが記載されていないもの。血糖検査、血算検査、超音波検査が該当する。 

（注 2）「推奨レベル｣とは、｢産婦人科診療ガイドライン－産科編｣における推奨レベルである 

Ａ：（実施すること等が）強く勧められる 

Ｂ：（実施すること等が）勧められる  

Ｃ：（実施すること等が）考慮される 

（注 3）子宮頸がん検診は、現在使用している 2017 年版ガイドライン 3）では、推奨Ｂとされている 
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２－２ 研究の目的 

本研究は、母子の健康への影響が大きい感染性疾患として妊娠初期にスクリーニング

が行われる、B 型肝炎ウイルス(HBV)、C 型肝炎ウイルス(HCV)、風疹、梅毒、ヒト T 細

胞白血病ウイルス(HTLV-1)、子宮頸がん(ヒトパピローマウイルス〔HPV〕の持続感染に

起因)に着目したものである。研究の中では、妊婦と医療施設双方の協力を得て、妊娠

初期のスクリーニング結果判明後の疾患予防や健康管理の実施状況とその効果を明ら

かにするための前向き観察研究を行う（妊娠中と出産後約 1年半の 2回の研究参加者と

医療機関調査）。さらに、妊婦健診のデータベース構築の有無の状況について、特に研

究分担者が関与している自治体のヒアリングを行う。その中で、妊婦健診結果のデータ

ベースを構築している自治体では、その方法および概要や利用状況について実地ヒアリ

ング行う。最終的には、妊婦健診データベース化が進んでいる地域と進んでいない地域

で、上記 6疾患の様々な指標を比較し、妊婦健診データベースの必要性や効果を明らか

にする。本研究の最終的な目標は、妊娠初期感染性疾患スクリーニング結果が妊娠中か

ら分娩後の母子の健康増進に及ぼす効果と、自治体の妊婦健診の結果把握や介入の必要

性、介入が必要な項目を明らかにすることである。 

 

２－３ 研究の方法 

妊婦コホート研究(概要は図 1参照)においては、各々の疾患のスクリーニング検査陽

性頻度、精密検査結果、妊娠分娩経過と以下に示す項目を研究参加者と医療施設双方に

おいて調査する。 

妊婦の研究参加は、人を対象とする医学系研究に関する倫理委員会の承認を受けた各

研究分担医療施設で妊婦本人から文書による同意を取得する。その後、研究の説明書と

ともに配布される研究参加者番号が記載されたチラシの QR コードを用いて、研究事務

局アドレスへアクセスすることで参加登録が完了する。後日、参加登録者宛に安全性の

高いウエッブアンケートサイト URL を記載した Eメールを事務局より送信し、研究参加

者は各々の番号を入力しアンケートに回答する。妊娠中は、初期スクリーニング検査の

結果と疾患に対する知識や予防行動についての情報を得る。また，出産後約 1 年半後の

調査では、下記の項目も調査する。 

 

 B 型 肝 炎 ：母子感染予防対策完遂率、子の定期予防接種状況 

 C 型 肝 炎 ：キャリア妊婦の出産後の内科的介入の有無 

 風 疹 ：抗体価低値妊婦の感染予防行動と産褥期の風疹ワクチン接種状況、 

抗体価高値妊婦の分娩転帰 

 梅 毒 ：感染者増加についての認知、感染妊婦の治療介入 

 H T L V - 1 ：子の栄養方法選択 

 子宮頸がん：検診受診歴、HPV ワクチン接種歴、スクリーニング陽性者の転帰 
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図１．妊婦コホート研究の流れ 

 

自治体における妊婦健診データベース調査では、先行調査 4)により本研究対象疾

患の異常所見も含めた結果をデータベース化して把握している可能性があり、本研究

班の研究分担者が勤務している医療施設がある自治体を中心に調査している。ヒアリ

ングでは、検査陽性率の把握有無、データベース構築の方法とその利用、母児への介

入状況を調査し、本研究で特に注目すべきモデル地区を選定する。また、最終的には

モデル地区と行政介入のない地区の妊婦コホート研究結果を比較し、行政が介入すべ

き項目とその方法を明らかにした後、最終年度には妊婦健診結果のデータベース化収

集と活用の方法に関する施策提言を行う。 

妊婦コホート研究と自治体ヒアリングの結果を統合した研究の概要を図 2 に示す。 
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図 2．研究全体のフロー図（研究申請書より抜粋） 

 

２－４ 本研究により期待される効果 

母子の健康に重大な影響を及ぼす可能性があり、その予防対策が急務である６つの感

染性疾患について、妊婦健診初期検査として公費で実施されているスクリーニングとそ

の結果に基づく自治体の介入が、母子感染の予防と出産後の母子の長期の健康増進に果

たす役割が明らかになることが期待される。厚生労働行政に対しては、健診結果を把握

することで、スクリーニング陽性者の妊娠中～分娩後における母子健康促進のために介

入すべき内容を提示できる。また、自治体介入の有効性が示せれば、妊婦健診に関わる

データヘルスの推進にもつながる。さらに、研究結果を広く国民に告知することで、将

来的に挙児希望がある世代や妊娠中の女性とその家族に対して、感染性疾患についての

認知と感染予防行動を促す直接的な効果が期待できる。 

副次的効果として、妊婦健診結果をデータベース化する自治体が増えることに加え、

産婦人科診療ガイドライン産科編（日本産科婦人科学会・日本産婦人科医会編）等に記

載されている本研究対象疾患の母子感染予防対策指針の遵守状況把握、遵守の促進、疾

病予防ワクチン接種率の向上、特に風疹ワクチン未接種の若年男女の任意接種促進など、

行政・医療側と一般市民双方の行動変容が期待できる。また、現在日本で若年者の罹患
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と死亡率の増加 5)が問題である子宮頸がんに対する検診では、最新の妊婦の子宮頸部細

胞診陽性率や前がん病変・子宮頸がんの発見率も明らかになり、継続的検診受診の動機

付けとなる。 

 

２－５ 2018 年度(平成 30 年度)の研究の進捗 

２－５－１ 妊婦コホート研究（研究参加妊婦リクルート，アンケート調査） 

2019 年 2 月 1 日現在、研究参加を表明している分娩取り扱い施設は 25 施設で、4 施

設が倫理委員会の承認待ちとなっている。同意取得妊婦は 1,662 名、アンケート回答数

は 1,534 名となっている。同意書提出したにもかかわらずアンケート回答をしていない

妊婦には、事務局より 2回はメールで連絡し回答を促すこととしている。 

妊婦コホート調査機関、参加者数（当初は 5,000 名予定）見直しのためのプレリミナ

リーな回答の 1,097 名回答時の簡易解析では、スクリーニング陽性頻度は下記の状況で

あった。 

 B 型肝炎検査問題ありと言われた 5 人（0.46％） 

 C 型肝炎検査で問題ありと言われた 1 人（0.09％） 

 風疹抗体で問題があると言われた 90 人 (8.20%) 

 （抗体価が低いと言われた妊婦が多い） 

 梅毒検査で問題ありと言われた 6 人（0.55％） 

 HTLV-1 抗体検査で問題あると言われた 4 人（0.36％） 

 頸がん検診で問題あると言われた 13 人（1.19％） 

 

２－５－２ 地方自治体への妊婦健診データベース化に関するヒアリング結果 

 2018年度は，11自治体（5つの都道府県）の母子保健担当者に聞き取り調査を行った。 

概要は次頁の表2に示す。妊婦健診結果を把握しデータベース化している自治体におい

ても、縦割り行政の問題があり、子宮頸がん検診陽性者や肝炎の情報は他部署に引き

継がれてはいないことが判明した。また、県が統一した内容の母子健康手帳を使用し、

統一した検査を行っている都道府県の中で、県全体で結果をデータベース化している

自治体があることも判明した（D県）。しかし、その自治体においても介入の内容や項

目は異なり、人口（出産数）が多い自治体ほど、医師などからの指示がない限り、健

康増進に関する介入は行えていない状況が判明した。 
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表 2．地方自治体ヒアリングの概要 （その１） 
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表 2 地方自治体ヒアリングの概要 その 2 
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３．研究対象とする各疾患の妊娠中および出産後の問題点    

～様々な報告から見えてくる本研究の課題～ 
横浜市立大学・大学院医学研究科・生殖生育病態医学 

宮城 悦子(研究代表者) 

【はじめに】 

本研究は、「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」1)に記載されている 6つ

の感染性に着目したものである。妊婦健康診査の公費負担の状況に係る調査結果によれ

ば、この6つの疾患は妊娠初期に子宮頸がん検診が約90％の実施率である以外は、100％

実施されている（２章の表１参照）2)。また、日本産科婦人科学会・日本産婦人科医会

編の産科診療ガイドラインの推奨は、子宮頸がん検診が B である他は全て A である 3)。

また、自治体の情報管理に関する調査においても、すでに妊婦健診結果のデータベース

化必須の項目と考えられている 4) 。図１には、この 6 項目について、妊娠中と出産後

の児の 1 歳半乳幼児健診を終了した頃に 2 回目の調査を予定している主たる内容を記

載した。本項では、各々の疾患における、妊婦特有の問題点も含めて概説する。 

図１ 本研究事業における妊婦健診初期検査陽性者に対する調査項目 
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３－１ B 型肝炎 

B 型肝炎（Hepatitis B virus: HBV）感染を予防する不活化ワクチン接種は、本邦で

は海外より遅れて、2016 年 10 月 1 日より生後 1 歳に達するまでの間に乳児に対して 3

回接種が定期接種となった。定期接種の標準的な接種期間は、生後 2か月に至った時か

ら生後 9 か月に至るまでの期間で、27 日以上の間隔をおいて 2 回接種した後、第 1 回

目の注射から 139 日以上の間隔をおいて 1回接種することとなっている。一方、WHO の

推奨では HBV ワクチン接種は、出生直後・生後 1か月・生後 6か月の 3 回のユニバーサ

ルワクチネーションである 5)。 

日本での HBV 感染予防の流れは、HBV キャリアの根絶を目指し、1986 年より HBV キャ

リアから生まれる児を対象として、公費による HBs 抗原検査、B 型肝炎ワクチンおよび

抗 HBs 人免疫グロブリン投与が開始された。その後 1995 年度に HBs 抗原陽性の妊婦に

対する HBe 抗原検査、HBs 抗原陽性の妊婦から出生した児に対する HBs 抗原検査、B 型

肝炎ワクチンおよび抗 HBs 人免疫グロブリン投与が健康保険給付の対象となったこと

に伴い、HBs 抗原検査に係る費用のみが妊婦健診における助成対象となった。この事業

によって 1995 年には、母子感染による HBV キャリア化率は 0.26％から 0.024％にまで

低下したと報告されている 5,6）。一方、小児において過去の感染を示す HBc 抗体陽性者

が HBs 抗原陽性者の数倍以上存在することなどから、B型肝炎ウイルスに曝露する小児

が一定程度いるものと考えられている 6）。また近年では、性的接触による急性 B型肝炎

が 6割を超えていることも本邦での問題である 5,6）。 

 本研究事業においては、妊婦健診で発見された HBV キャリアにおいて、垂直感染予

防が表１に示す内容で完遂されているか、また母乳や育児などのサポートなどで、自

治体からの何らかの介入があったかを調査する。40 歳以上の特定健康診査での HBs

抗原検査での陽性者には、自治体からの様々なサポートがあるものの、妊婦健診で発

見された HBs 抗原陽性の母に対して継続的な内科的管理が行われているかは不明であ

る。特にこの点に関して、出産後のアンケート調査などで明らかにしたい。 

 

表１ 現在実施されているＢ型肝炎ウイルス母子感染予防 3) 
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３－２ C 型肝炎 3,7,8) 

本邦のC型肝炎（HCV）患者のうち、輸血歴を有するものは3～5割程度とされている

が、現在は輸血その他の血液製剤による新たなC型肝炎の発生は限りなくゼロに近づい

ている。最近では、刺青、ピアスの穴あけや医療現場での針刺し事故などによる感染

が見られるものの、性交渉や体液で感染することはほとんどないとされている。しか

し、HCV感染により急性肝炎を発症した後、60～70%はHCVキャリアになり、多くが急性

肝炎からそのまま慢性肝炎へ移行するとされている。現在は、有効性・安全性が高い

経口抗ウイルス薬が開発されており、初回治療例・既治療例ともにほぼ100％の症例で

HCVの排除が可能となっているため、妊婦自身にとっては出産後に継続して内科的管理

を受けることが極めて重要である。また、特定健診で発見されるC型肝炎に比べ、年齢

が若い出産後の女性患者にとっては、高額な医療費に対する国や自治体のサポートも

極めて重要であると考えられる。 

母子感染予防については、HCV キャリア妊婦とその出生児の管理指導指針(平成 16

年 12 月)7) に基づき、指導や管理がなされている。分娩形式について、血中 HCV RNA

量高値であっても、予定帝王切開術群の方が感染率が低いとされている 3,7)。一方で、

帝王切開術自体が母児に与える危険性と感染児の自然経過とを勘案すると、必ずしも

C 型肝炎キャリアであることが選択的帝王切開術の適応とは考えられないとされてい

る。しかし、上記の指針により、実際にはインフォームド・チョイスにより選択的帝

王切開術が行われているケースが多い可能性がある。また、HCV 抗体陽性かつ HCV RNA

陰性の妊婦から母子感染が成立した報告はないものの、妊娠中に HCV RNA 量が変動す

ることがあるため、妊娠後期に再検査することが望ましいとされている 3,7)。母乳栄養

により感染率は上昇しないとされているが、炎症による出血がある場合などには注意

が必要である。また、実際の児の栄養方法について、各々の妊婦がどのように指導さ

れているかは不明であるため、われわれの研究の調査項目としている。 

もし児が HCV に感染した場合、生後 0～3 か月頃までに HCV RNA が陽性となるた

め、児は出生後 3～4か月に肝機能と HCV RNA を検査する必要がある。陽性の場合は、

生後 6か月以降半年毎に肝機能と HCV RNA,HCV 抗体を検査し、感染持続の有無を確認

する。一方で、感染した児の約 30%は生後 3年頃までに自然に血中 HCV RNA が陰性に

なるとされている。また、母親からの移行抗体により、児は感染の有無に関わらず、

生後 12 か月過ぎまで HCV 抗体陽性の場合がある点にも留意する必要がある。体内から

完全にウイルスが排除されたか否かは、生後 12か月以降もフォローが必要となるた

め、この点でも母児双方への行政のサポートは有用であると考える。 

原則として HCV 感染者に対する生活制限は必要ないとされているが、特に妊婦健診

で初めて発見された患者では、授乳や育児などに不安を持つ可能性が高い。上述のよ

うに母子ともに長期間の検査や治療が必要であることから、自治体で保健師等がきめ

細かくサポートすることで、円滑に疾病の検査・治療・フォローアップがなされる可
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能性がある。さらに、自治体からの医療補助の情報が届いていない妊婦もいる可能性

があり、本研究の妊婦コホート調査や自治体ヒアリングでその実情を明らかにしてい

きたい。 

 

３－３ 風疹 3,9-11) 

風疹は、1994年以降に大流行はみられていなかったが、局地的流行や小流行はみら

れていた。日本では集団免疫が不完全であるため、予防接種を受けていない場合の発

症の可能性は少なくない。実際に、2002年からは局地的な流行が報告されており、

2003年から2004年には流行地域の数はさらに増加し、先天性風疹症候群の児が10名報

告された。これを受けて、厚生労働科学研究班による「緊急提言」が出され、風疹の

流行は一旦抑制された。ところが、2011年から、海外で感染して帰国後発症する症例

が散見されるようになり、福岡県、大阪府、神奈川県等で地域流行が認められた。そ

の後、2012～2013年にかけて大規模な流行となり、この2年間で16,000人を超える全国

流行となった。その約90％が成人で、ワクチン接種率が低い男性が女性の約3倍多く発

症した。この流行の影響で、2012年に2,386人、2013年に14,344人の患者が報告され、

45人の先天性風疹症候群の児が診断された。先天性風疹症候群は、2015年以降報告さ

れなかったが、2018年には再度30～40歳の男性を中心とした風疹のアウトブレークが

発生し(図2,3)、2019年第４週には、一人の新生児が先天性風疹症候群と診断されたこ

とが報じられ11）未だ予断を許さない状況が続いている。 

先天性風疹症候群の発生を防ぐためには、妊娠出産年齢の女性及び妊婦の周囲の者

のうち抗体のない感受性者を減少させる必要がある。現在の風疹感染拡大を防止する

ためには、30～50 代の男性に蓄積した感受性者を早急に減少させる必要がある。この

ため、厚生労働省は2019年～2021 年度末の約3年間で、これまで風疹の定期接種を受

ける機会がなかった1962年（昭和37年）4月2日～1979年（昭和54年）4月1日生まれの

男性（現在39歳～56歳相当）を対象に、風疹の抗体検査を行い抗体価の低い男性に風

疹ワクチンの定期接種を行うことを発表した10）。しかしながら2019年2月の時点では

まだ感染の収束には至っていない。 

われわれの今回の研究事業は、風疹の都市部でのアウトブレークの真っただ中で行っ

ている。プレリミナリーな横浜市の 2 病院の妊婦のアンケート調査と施設からの情報

（５章参照）により、わが国の風疹予防の集団免疫の脆弱者が浮き彫りになっており、

本研究から得られた知見を元に、国民への注意喚起の提言を早期に行う予定である。 
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図２ 都道府県別風しん累積報告数、2019 年第 1～4 週（n=280）10) 

 

図 3 風疹ウイルス分離・検出例の性別年齢分布 2012～2019 年 2 月 11 日 

(病原微生物検出情報：2019 年 2 月 6 日現在報告数より引用) 
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３－４ 梅毒 

感染症発生動向調査の届出によれば、2013 年以降に 20 代を中心とした女性の梅

毒報告数が増加しており, それに伴って先天梅毒の報告数も 2013 年に 4例から

2015 年には 13例、2016 年に 14 例と増加傾向にあると報告させている 12）。2018 

年第 4 四半期の罹患の届出数は 1,724 例で、2017 年同時期（1,471 例）の届出数を

上回っていた (図 4)13）。 

先天梅毒は母体が無治療の場合には約 4割の児が死に至る可能性のある重篤な疾

患である。しかし、梅毒感染妊婦に病期に応じた適切な抗菌薬治療を分娩 4週間前

までに完遂することで, 先天梅毒の発生を予防することが可能であるとされている
3,14－16）。梅毒感染妊婦は、妊婦健診の未受診、不定期受診、若年妊娠など社会的経

済的なリスク因子を有している可能性 14－16）がある。したがって、妊娠中～出産後

に行政や医療機関のサポートを必要とするケースが少なからず存在していると考え

られる。われわれの今回の研究の中でも、6人（約 0.5％）の頻度で梅毒スクリー

ニング陽性であった妊婦が研究参加しており、出産後のアンケート調査などから、

母子保健に関する要望などを救い上げていきたいと考えている。 

図 4 都道府県別届出数、2017 年第 4 四半期から 2018 年第 4 四半期 

（四半期毎） （届出数上位 10 位を抜粋）13) 
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３－５ ヒト T 細胞白血病ウイルスⅠ型 (HTLV-1) 

HTLV-1 の抗体スクリーニングは、2010 年 10 月の厚生労働省母子保健課長通達 17)を

経て妊婦健診で実施されるようになり、平成 23年度厚生労働科学研究費・成育疾患克

服等次世代育成基盤研究事業「HTLV-1 母子感染予防に関する研究 : HTLV-1 抗体陽性

妊婦からの出生児のコホート研究 」(研究代表者：板橋 家頭夫)を基盤とした HTLV-1

母子感染予防対策マニュアルも公表されている 18)。その背景として、本邦の推定キャ

リア数は 1990 年の調査において約 20 万人で、2006～07 年の調査においても約 108 万

人とあまり減少していないこと、2大都市圏にキャリアが拡散していること、成人 T 

細胞白血病関連脊髄症（キャリアになった場合の発症には 40 年以上の年月を必要）の

予後向上が改善していないことなどが挙げられている 18)。現時点では、母子感染予防

が疾患を減らすために最も効果的であることから、産婦人科診療ガイドライン産科編

でも HTLV-1 の抗体スクリーニングは推奨度 A (実施することが強く推奨される)とな

っている 3,18)。平成 21年度厚生労働科学研究費・厚生労働科学特別研究事業「HTLV-1 

の母子感染予防に関する研究班」（研究代表者：齋藤滋）により、乳汁栄養法別母子

感染率について表 2に示す結果が得られている。 

表 2 乳汁栄養法別母子感染率 

平成 21 年度厚生労働科学研究費・厚生労働科学特別研究事業.  

「HTLV-1 の母子感染予防に関する研究班（研究代表者：齋藤滋）報告より 

この報告によれば、完全人工栄養児であっても 3.3% が母子感染していた。この事

実は、母乳以外の母子感染ルート（たとえば経胎盤感染や産道感染）の存在を示唆す

るものではあるが、具体的なルートは明らかでないとされている。また、短期母乳と

冷凍母乳の対象数が少ないことから、統計学的確定的な判断は困難である。しかし、

長期母乳は控えることが望ましく、HTLV-1 母子感染予防対策マニュアルでは、児の乳

栄養に関して下記の記載がなされている 18）。 

 経母乳感染を完全に予防するためには母乳を遮断する必要があり、原則として

完全人工栄養を勧める。 

 母乳による感染のリスクを十分に説明してもなお母親が母乳を与えることを強

く望む場合には、短期母乳栄養（生後 90 日未満）や凍結母乳栄養という選択
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肢もあるが、いずれも母子感染予防効果の エビデンスが確立されていないこと

を十分に説明する。 

 完全人工栄養を実施しても、母乳以外の経路で約３％に母子感染が起こりうる

ことを説明する。 

 短期母乳栄養を選択しても、ときに授乳が中止できず母乳栄養期間が長期化す

る可能性があることをあらかじめ説明する。  

 経管栄養を必要とする早産低出生体重児に対しては、壊死性腸炎や感染症のリ

スクを考慮し、成熟した哺乳機能が確立するまで凍結母乳栄養にしたほうがよ

いかもしれない。  

 乳汁栄養法の選択は分娩前に決定しておくことが望ましい。変更があった場合

も含めて診療録に記載し、医療スタッフは情報を共有しておく。 

上記のように乳栄養の選択に長期母乳は控える他には強い推奨はなく、母は授乳や

断乳に不安感を持つことが多いと考えられる。さらに児の抗体検査は 3歳になった時

点で説明する機会を設けたほうがよいとされるが、母親は罪悪感や不安感から小児科

受診から遠ざかり、児の抗体検査も行わない例があると報告されている 18)。このよう

な母児の不安解消のためには、保健師などによるタイムリーな行政サポートが功を奏

する可能性もある。 

われわれの研究の妊婦への初年度調査には、すでに 4人（0.36％）の HTLV-1 抗体検

査スクリーニング陽性者が含まれており、母子への行政あるいは医療施設のサポート

がどのように行われているか、調査を行う予定である。 

 

３－６ 子宮頸がん（ヒトパピローマウイルス（HPV）感染に起因） 

子宮頸がんは年間約１万人が罹患し、約 2,900 人が死亡しており、特に 20～40 歳代

の妊娠・出産が可能な年齢の若い世代での罹患の増加が問題である 19.20)。さらに過去

10 年間で子宮頸がんの年齢調整死亡率は 9.6％上昇しており、他の 5大がんに比べ

て、子宮頸がんだけが今後も上昇していく傾向が示されている 20)。日本は妊孕性を有

する若い世代での検診受診率低迷と、思春期年代の女性を対象とした HPV ワクチン定

期接種の公的積極的接種勧奨の中止が 5年に及ぶという深刻な状況にあり、有効な予

防対策がなされていない。 

検診受診率が先進国の中では極端に低い日本においては、妊娠が初めての子宮頸が

ん検診受診の契機となることも多い。そのような理由により、先進国ではほとんど推

奨されていない妊婦に対する子宮頸がん検診が「妊婦に対する健康診査についての望

ましい基準」に加えられ、9割以上の自治体で実施されている 2)。しかし、日本産科婦

人科学会の外来診療ガイドライン 21)に記載されているように、通常の子宮頸がん検診

では使用が推奨されていない綿棒による細胞採取が妊婦には容認されている。これ
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は、ヘラやブラシの商品の一部で妊婦への使用が禁止されているものがあるためであ

る（その根拠を示す論文は見当たらない）。綿棒採取の子宮頸部細胞診は、細胞採取量

が少なく、精度が通常の検診の細胞診に劣ることが懸念される。また、現在はベセス

ダシステムにより、ASC-US（atypical squamous cells of undetermined significance; 

意義不明な異型扁平上皮細胞）以上の細胞診の結果を陽性として、結果に応じて HPV 一括

グルーピング検査や精密検査が行われるが、妊婦の場合に適切に精査が行われているかは

不明である。さらに、その結果は自治体のがん検診のデータには引き継がれていない自治

体がほとんどであることが推定される。浸潤子宮頸がんに罹患し、治療目的に病院を紹介

受診する患者の中には、出産後に一度も検診を受けていない女性が少なからず存在してい

る。 

上記のように、妊娠中の子宮頸がん検診は精度管理の上で重大な問題を孕んでいる

可能性がある。本研究班の研究分担者の一人である石岡らは、札幌医科大学病院 1施

設の検討ではあるものの、ブラシによる妊婦の頸部細胞診では細胞数不足による不適

正検体はなく、綿棒採取に比べて出血や妊娠転帰にも悪影響はなく、安全に施行でき

ることを報告した 22）。また、海外からもその安全性や精度についての報告 23,24)は散見

されるものの、日本で妊婦の子宮頸がん検診にも非妊婦と同様にヘラやブラシを使用

することについては、今後臨床研究の位置付けで検討していく必要がある。ヘラやブ

ラシによる細胞採取の安全性を担保するには多数症例での検討が必要であるため、関

係団体と連携しながら、多施設共同試験としての実施を検討している。また、出産後

に長期間子宮頸がん検診を受けない状況が生じないように、子育て中の母親に注意喚

起するツールについても開発中である。 

 

【おわりに】 

今年度の研究で明らかとなった母子の研究に重大な影響を及ぼす可能性がある各々

の感染性疾患が抱える妊娠中、出産後の課題について、次年度以降の研究により、モ

デル地区研究などから、具体的な解決策を見出していきたいと考えている。 

初年度の研究を終えるにあたり、ヒアリングに御協力いただいた自治体の母子保健

関係者の皆様にこの場を借りて深くお礼申し上げます。 
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４．第１回研究班会議 基調講演の概要 
2018 年 12 月 22 日（土）13:00-16:00 フクラシア丸の内オアゾ/Hall B 

 

４－１ 基調講演 1 日本の母子保健データ活用の課題 

大阪大学 大学院医学系研究科 産科学婦人科学教室  

（元）厚生労働省 子ども家庭局母子保健課 中川 慧  

 

我が国の母子保健は 1937 年に制定された母子保健法に基づき、「母性並びに乳児及び

幼児の健康の保持及び増進を図るため、母子保健に関する原理を明らかにするとともに、

母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導、健康診査、医療その他の措置を講じ、もって

国民保健の向上に寄与すること」を目的として、妊婦健康診査や乳幼児健康診査など各種

の事業が行われてきた。このような事業や医療レベルの向上により世界有数の乳児死亡

率・妊産婦死亡率の低率国となっている。1-4）一方で少子化・核家族化の進行・女性の社

会進出などによる子どもを生み育てる環境が変化してきており、子育ての孤立化・子育て

困難感など新たな問題が出現している。このような問題から母子保健に対するニーズが医

療提供体制の充実や子育て支援、子ども・妊産婦の心身の健康に対する保健・福祉へ変化

しつつある。 

こうした動きに加えて国においては人生 100 年時代を見据えた健康寿命の延伸という

目標が掲げられ、データヘルスの活用が検討されており、人生の始まりである妊娠期・乳

幼児期の心身の健康データが重要視されている。一方で妊産婦・乳幼児健診では自治体が

主体となり事業を行うため、その調査項目や記録の方法は統一されておらず、人口規模も

様々であることから自治体毎にばらつきがある。また、体系的に健診結果を収集、記録し

ている自治体においても保健事業の評価や立案に十分に活用されているとは言い難い。厚

生労働省においては平成 30 年にデータヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討

会の中間報告書を取りまとめ、母子が自分の健診情報を閲覧し、将来の自身の健康行動に

寄与することができるような仕組みづくりを目指すこととなった。3,5）データの収集方

法、保存年限や、ビッグデータとしての活用方法と個人情報の問題など課題はあるが、今

後国民の健康に寄与するシステム整備が期待される。 
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４－２ 基調講演 2 日本の妊産婦健康診査に関する研究について 

～お母さんと子どもの健康について考える～ 

獨協医科大学医学部公衆衛生学講座 

小橋 元 

 

平成 27年の国立社会保障・人口問題研究所の調査では、結婚前後の就業継続率は73％、

うち第１子出産後の就業継続者は 38％と近年上昇傾向にある。このように近年、女性

のライフスタイルが大きく変化する中で、妊娠、育児女性を守り、母性を保護すること

が求められている。 

母性とは、母子保健法第 2条では、母性はすべての児童が健やかに生まれかつ育てら

れる基盤であるとされ、妊娠期に関わる生物学的特質という狭義の概念のみならず、ど

の年代にも存在する次世代を育てる社会的役割までを含む広義の概念で考えられてい

る。したがって、母性保護のゴールは、単に妊娠合併症や産後母児の疾病予防だけでは

ない。子どもを持った者が親となり、次世代を担う子育てが出来ること、すなわち｢子

供が心身共に健全に育つ｣ことまでを視野に検討する必要がある。 

我が国では、妊娠合併症における精神的ストレスの関連についての疫学的研究報告は

ほとんどない。女性労働協会が就労女性に行った調査では、「心理的ストレス反応」の

危険要因として、非妊娠期においては「対人関係が良くない」「仕事の負担度が強い」

「仕事の適合性が良くない」「仕事のコントロール度が低い」ことが抽出されたが、妊

娠期においてはいずれも関連がなく、妊娠期の心理的ストレス反応を引き起こすと考え

られるストレッサーは、従来の職業性ストレス簡易調査票のみでは抽出できないことが

示されている。就労ストレスに関しては、厚生労働省委託事業の通信調査やヒアリング

調査結果に基づき、業界団体ごとの配慮事項や代替作業の提案がわずかに進められてい

るにすぎない。 

諸外国では、胎内発育遅延（SGA）は、重い肉体労働、週 50 時間以上の勤務、しゃが

む姿勢を伴う労働、1時間以上の通勤時間、精神的負担が高度な仕事でリスクが上昇す

るとの報告 1）がある。早産については、ヨーロッパの大規模調査で、週 42 時間以上の

勤務、1日 6時間以上の立ち仕事、満足度の低い仕事をしている女性においてリスク上

昇が報告されている 2）。また長時間労働や立ち仕事が妊娠合併症のリスク上昇に関わる

とのレビューもある 3）。我が国では、就労女性において、外食機会が多いこと、職場の

喫煙環境や心身のストレス等が、切迫早産や妊娠高血圧症候群に関連する可能性が報告

されている 4,5）。一方、就労と流産の関連については結果が分かれている 6）。就労ストレ

スの育児への影響では、職場における対人ストレスや職場環境ストレスが就労女性の仕

事と家庭の両立を困難にするとの報告 7）、職場のソーシャルサポートが就労する母親の

育児ストレスを軽減するとの報告 8）、育児女性における職場環境に対するストレス認知

が児童への身体的虐待につながるとの報告 9）、妊娠期から 1 歳 6 か月までの母親の精
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神的健康の変化が児童虐待リスクに関連するとの報告 10）がある。しかし、妊娠、育児

女性のストレスやソーシャルサポートや、子どもの健全な成長に関する妥当性・信頼性

の高い評価指標が開発されておらず、十分なエビデンスに乏しい。 

人の健康や疾病発症には、両親から受け継いだ遺伝要因に、長年にわたり曝露した生

活環境要因や、様々な生活習慣要因などが複雑に絡み合い関与していることが、多くの

疫学研究から明らかになっている。一方、生活習慣は出生前の遺伝的要因や胎内環境の

影響を受けている 11-13）。また、多くの生活習慣要因は、子どもの頃に養育者から受けた

教育や、その後の生活環境の影響を大きく受ける。すなわち、生活習慣要因の多くは社

会の影響を受けることになり、本人の努力だけで改善可能な部分は決して大きくない。

したがって、養育者から受ける影響を含む生育環境の要因へ適切な介入をすることで、

私たちの生活習慣の多くは早期に改善することが可能となる。 

今後は、妊婦健診、乳幼児健診を通じ、特に親と子ども、乳幼児教育者、思春期教育

者にも焦点を当てた疫学調査に基づく、生涯と世代交代を、公衆衛生の枠組みを超えて

切れ目なく支援するしくみが求められる。家族を中心としたソーシャル・キャピタル

（人々が持つ信頼関係や人間関係・社会的ネットワーク）を評価することは言うまでも

ないが、同時に、愛着障害や発達障害のような「明確な診断が難しいが将来に重大な影

響を与える」要因に焦点を当てることも重要である。また、一般的な公衆衛生の枠組み

では支援が届かない対象者の抽出と支援も視野に入れねばならない。 

そして、声を出せない子ども達の「現状」を政策に伝えるアドボカシーにつながる研

究を目指したい。 
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５．第１回研究班会議 

 横浜市立大学附属 2 病院の妊婦アンケート調査 中間解析結果 

2018 年 12 月 22 日（土）13:00-16:00 フクラシア丸の内オアゾ/Hall B 

５－１ 課題１  

妊婦健康診査のデータベース化に関する妊娠初期の感染性疾患検査結果に対す

る妊婦自身の認識はどの程度正しいか～妊娠初期の感染性疾患スクリーニング

が母子に及ぼす影響に関する前向き観察研究より～ 

横浜市立大学附属市民総合医療センター 総合周産期母子医療センター 

小田上 瑞穂 

【目的】 

我々は母子の健康への影響が大きい感染性疾患として妊娠初期にスクリーニングとして行

われる B 型肝炎（HBV）、C 型肝炎（HCV）、風疹、梅毒、ヒト T 細胞白血病ウイルス（HTLV-

1）、子宮頸癌及びその前癌病変について、スクリーニング結果が判明した後の疾患予防や健

康管理の実施状況とその効果を明らかにするための前向き観察研究を開始した。その一環

として妊婦自身の感染性疾患検査結果に対する認識がどの程度正しいかを評価するため、

上記 6 疾患に対する妊婦の認識と実際の検査結果の一致率を調査した。（図２） 

 

【方法】 

横浜市立大学附属病院と横浜市立大学附属市民総合医療センターの 2施設において 2018年

5 月から 8 月までの期間に、研究に同意した 563 名のうちウェブサイト上のアンケートに

回答した 241 名（回答率 42.8％）の妊婦を対象とし、妊娠初期スクリーニング検査で上記

6 疾患に対し異常を指摘されたかの回答と、実際の検査結果を比較し正答率を見た。解析方

法はκ係数を用いて 0.6 以上を正答率が高いとした。（図３） 

 

【成績】 

HBS 抗原陽性は 2 例、梅毒陽性は１例に認め、その 2 疾患の正答率はκ係数 1.0 で完全一

致であった。（図４）子宮頸部細胞診異常は 4 例に認め、正答率はκ係数 0.745 と高かった

（図５）一方で、風疹抗体価が 16 倍以下であったのは 73 例に認めたが、風疹のκ係数は

0.30 と低い正答率を示した。（図６）今回の対象の中には HCV と HTLV-1 陽性者はいなか

った。 

 

【結論】 

妊娠初期検査結果に対する妊婦の認識の正答率が高いことが確認された。一方で風疹抗体

価が低い妊婦は、その結果を異常であると認識していない可能性があり、妊娠中の風疹罹患

予防については十分な対策が急務である。（図９） 

 

(本研究内容の要旨は第 71 回日本産科婦人科学会学術講演会にて発表予定) 
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５－２ 課題 2 

妊娠に影響する感染性疾患の知識と予防行動における初産婦と経産婦の比較 

～妊娠初期の感染性疾患スクリーニングが母子に及ぼす影響に関する前向き観

察研究より～  

横浜市立大学附属病院 産婦人科 岩田亜貴子 

【目的】（図 1） 

B 型肝炎、C 型肝炎、風疹、梅毒、ヒト T 細胞白血病（HTLV-1）は妊娠に影響する感染

性疾患であるが、これらの知識と予防行動において初産婦と経産婦に違いがあるかはわ

かっていない。妊婦へのアンケート調査からこれらを明らかにする。  

【方法】（図 2） 

横浜市立大学附属病院 2 施設において、2018 年 5 月から 8 月までに、ウェブサイト上

のアンケートに回答した 241 人の妊婦を対象とした。児の健康に影響すると考えていた

病気として回答した上記 5 疾患への回答率と、2012 年～2013 年ごろに風疹が流行した

ことを知っていたかを問う質問、日本の若い男女に梅毒の感染が増えていることを知っ

ていたかを問う質問、B型肝炎ウイルスが性交渉でも感染することを知っていたかを問

う質問への正答率、妊婦と妊婦のパートナーの風疹ワクチン接種経験、妊婦の風疹抗体

保有状況を集計した。風疹抗体価は HI 法で 32倍以上を抗体ありとした。それぞれの項

目を初産群と経産群とで分けχ2検定を用いて比較した。アンケートの質問内容を図 4、 

5 に示す。 

【結果】 

初産群 125 人、経産群 116 人であった。平均年齢は全体 33.2 歳、初産群 32.8 歳、経産

群 33.7 歳であった。（図 6）初産群と経産群との比較では、児の健康に影響する病気と

回答したのは、B型肝炎 31.2% vs 34.5%、 C 型肝炎 24.8% vs 31.0%、 風疹 64.0% vs 

63.8%、 梅毒 34.4% vs 34.5%、 HTLV-1 24.0% vs 26.7%であり、いずれも有意差を認

めなかった。（図 7）2012 年から 2013 年ごろの風疹流行を知っていたのは 56.5% vs 

67.8%、梅毒感染増加を知っていたのは 43.5％ vs 47.0%、 Ｂ型肝炎ウイルスが性交渉

でも感染すると知っていたのは 35.5% vs 26.1%であった。（図 8） 妊婦の風疹ワクチン

接種率は 68.5% vs 66.1%、 パートナーの接種率は 50.0％ vs 41.7%（図 9）、 妊婦の

風疹抗体保有率は 66.4％ vs 73.3%であり（図 10）、いずれも有意差を認めなかった。 

【考察】 

妊娠に影響する感染性疾患の知識と風疹ワクチン接種率、抗体保有率において初産婦と

経産婦に差を認めなかった。これは妊娠出産を経てこれらの疾患の知識を得て、風疹ワ

クチン接種等の予防行動をとるだろうという予想を覆す結果であった。（図 11） 

疾患別にみると、風疹は他疾患に比べ全体の認知度が高い傾向にあった。（図 12） 

これには最近の風疹流行に関する報道も影響していると推測される。日本で 2012 年か

ら 2013 年に風疹が流行し、特に女性への風疹ワクチン接種を啓蒙する対策が行われ、

一旦は収束したかのように思われていた。しかし 2018 年より再度風疹感染者が増加し、
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現在も感染者数は増加の一途をたどっている（図 13）。そして遂に今年 1月に先天性風

疹症候群の発生が報告された。風疹への理解度は他疾患と比べ高いとはいえ 6 割程度で

あることや、経産婦と初産婦のワクチン接種割合が変わらないことからも、風疹の危険

性とワクチンの重要性への理解が不足している実態が本研究結果からもうかがえる。

（図 14） 

【結語】 

妊娠に影響する感染性疾患の知識と風疹ワクチン接種率、抗体保有率において初産婦と

経産婦に差を認めなかった。妊婦への感染性疾患と予防方法の啓発が必要であることが

明らかになった。（図 15） 

 (本研究内容の要旨は第 71 回日本産科婦人科学会学術講演会にて発表予定) 

 



77 

 

   

図 1 

図 2 



78 

 

   

図 3 

図 4 



79 

 

   

図 5 

図 6 



80 

 

   

図 7 

図 8 



81 

 

   

図 9 

図 10 



82 

 

   

図 11 

図 12 



83 

 

   

図 13 

図 14 



84 

 

  

図 15 

図 16 


